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は じ め に 

 

 

一般社団法人全国専門学校情報教育協会は、平成 23 年 4 月 1 日に前身である全国専

門学校情報教育協会が一般社団法人格を取得し現在に至っている。一般社団移行当初は、

会員総数 86 校であったものの現状では 75 校にまで会員数を減らしている。また、法人

設立後は、文部科学省からの事業受託により予算規模こそ増加したものの、大きな柱と

なるべき事業は開始されていないのが現状である。 

このような状況の中で、平成 27年 2 月 9日に開催された第 14 回本会理事会において

会員増強および新規事業立ち上げについて集中的に検討するための経営改革特別委員

会が設置され、以下の 3つの事項について検討した。 

 

Ⅰ.検定事業の計画 

Ⅱ.体系的な研修事業の設計及び教員認定の在り方 

Ⅲ.会員制度の見直し 

 

本提案書は、平成 27 年 3 月 9 日（月）、4月 21 日（火）、5月 26 日（火）に開催され

た 3 回に渡る経営改革特別委員会の審議の過程およびその結果を取りまとめたもので

ある。本事業提案書により新事業を立ち上げ本会の経営基盤を強化すると共に会員の発

展に貢献する。 

 

 

一般社団法人 全国専門学校情報教育協会 

経営改革特別委員会 委 員 一 同 
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経営改革特別委員会審議の経過および結果 

 

Ⅰ.検定事業の計画 

本協会の新事業として、ネットワーク社会において知っておくべき常識を確認する

ための試験を実施することについて検討した。 

以下は、実施要項に盛り込むべき事項について検討結果を取りまとめたものである。 

 

(1)主催団体 

 一般社団法人 全国専門学校情報教育協会 

 

(2）試験名称 

 インターネット ベーシック ユーザー テスト 

 Internet Basic User Test (略称「iBut」) 

 

(3）等級の設定 

 当面、等級設定は行わない。 

 

(4)受験対象者 

 インターネットを利用するすべての者 

 高校卒業程度の知識を有する者 

※ 第 1回試験は、本会会員校および会員校の連鎖校等で試験を実施する。 

 

(5)受験資格  

 学歴、年齢、性別、国籍等に制限はしない 

 

(6)試験方法 

 ペーパーテスト （60分間 出題数 50題） 

＊一部の学校において解答用紙の電子化のテストを行う。 

 

(7)試験内容、範囲 

 試験内容等は以下の項目に分類し、適切な問題数を出題する。（別紙 1参照） 

  ①インターネットの基礎 ②インターネットのしくみ ③コンピュータウィルス 

  ④セキュリティ ⑤インターネットの光と影 ⑥インターネット関連法規 

  ⑦インターネット利用者モラル 
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(8)試験実施回数および日程 

 平成 27 年 9 月にプリテストを実施する。 

＊テストの実施基準日は、平成 27 年 9 月 15 日（火）とし、前後 1週間（9月 8日（火）

～22日（火））の間で各学校がそれぞれ日程を設定し試験を実施する。 

＊事務手続き等は、別紙 2プリテスト必要書類一式を参照。 

 

 平成 28 年 4 月に第 1回本試験を実施する。 

＊テストの実施基準日は、平成 28 年 4 月 15 日（金）とし、前後 1週間（4月 8日（金

火）～22日（金））の間で各学校がそれぞれ日程を設定し試験を実施する。 

＊第 1回試験の問題、解答用紙等は回収する。 

＊4月以降の実施日程は、プリテスト実施後に再度検討する。 

 

 (9)受験料 

 1,700 円 （税込） 

＊会場に対する事務手数料は受験料の 20％～40％を支払う。 

＊事務費は担当業者に 20％を支払う。 

＊受験料シミュレーション（別紙 3）参照。 

＊9月に開催するプリテストは無料で実施。 

 

(10)試験会場が行う作業および手数料 

 試験会場が行う作業および事務手数料は以下の通り。 

＊プリテストでは、学校への手数料は発生しない。 

 

【会場が行う作業等】 

① 受験申込受付取りまとめ一式（受験者管理および受験料管理） 

② 検定試験の実施、運営 

③ 試験の採点および結果のとりまとめ 

④ 本部へ必要書類の送付と合格証書の請求 

⑤ 合格証書の配布 

 

【試験実施に関する手数料等】 

一般社団法人 全国専門学校情報教育協会 会員校   40％ 

一般社団法人 全国専門学校情報教育協会 未会員校  20％ 

中学校・高等学校                  20％ 

大学・短期大学等                  20％ 

企業・団体等                    20％ 
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 (11)合格認定基準 

 100 点を満点とし、合格点は 80 点。 

 

(12)試験結果の通知 

 合否結果および点数は、試験本部が学校・団体を経由して通知する。 

 試験結果の詳細は、将来的にはレーダーチャート等の分析結果を通知予定。 

 

(13)合格証書 

 合格証書を配布する。 

＊合格証書サンプルは別紙 2‐⑥参照。 

 

(14)試験問題作成委員会 

 試験問題作成委員会および試験問題検証委員会を設置する。 

 年間、50問×3パターン程度の検定試験問題を開発する。 

 

【試験問題作成委員会】 

① 委員は 5～7名程（本委員会の委員校から各 1名程度） 

② 各委員 30題の新規作問 

③ 年間 1回 1 名 5 万円 

 

【試験問題検証委員会】 

① 有識者（専門家、企業、高等学校）等 3～5名程度 

② 新規作問の検証および出題選定 

③ 年間１回 １名 10万円 

＊情報教育研究会の会長で目白研心中学校・高等学校校長の松下秀房先生には、ご協力

を了解いただいている。 

 

(15)コンプライアンス委員会の必要性 

 委員会の設置は、今後の試験の推移を視野に入れて再度検討 

 

(16)販売促進ツール等 

 本検定試験の WEB サイトを構築する。 

 チラシ（広告）等のツールを作成。 

 

(17)教材販売 

 教材は、本会ホームページから pdf を無料でダウンロードする。 
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Ⅱ.体系的な研修事業の設計及び教員認定の在り方 

 「職業実践専門課程」の制度の運用開始、「実践的な職業教育を行う新たな高等教育

機関の制度化に関する有識者会議」の審議内容取りまとめと中央教育審議会への提出を

機に職業教育に対する期待が高まり、専門学校も高等教育機関としての社会的責任を果

たしていく段階となってきた。 

 こうした中、本委員会は教員の質的向上とその教員の能力を証明することについて検

討してきた。特に、新たな高等教育機関の目的に照らし、教員組織の一定割合で必要と

される、各職業分野において卓越した実績を伴う実務経験を有する者の育成に着眼し、

体系的な教員研修制度と教員認定制度の発足について検討した。 

 審議の過程は、研修制度、認定制度の発足のみならず、各学校の教員の研修履歴管理

とその公開等にまで至り、学校の質保障に対する関心の強さを垣間見ることが出来た。 

 また、今回は研修、認定、教員研修履歴管理についての骨子を提言する。以降の細部

に関しては平成 27 年度設置する委員会等で継続的に審議することに期待する。 

 

 以下は、検討の結果である。 

 

 

 

１．教員研修制度 

(1)目的 

 職業教育を担当する教員として知っておくべき知識を網羅的に身に付けるとと

もに教員として能動的に学び続ける態度を形成する。 

 

(2)対象 

 専門学校教員 

 

(3)内容 

 教員研修・認定制度の概要参照（別紙 4） 

 

(4)研修区分 

 ①概要系 ②知識心得系 ③教育力系 ④専門系 の 4 種類の研修に区分する。 

 

① 概論系 

職業教育を担当する教員として知っておくべき「教育概論」「職業教育概論（専修

学校制度理解含む）」「教育方法論」「教育心理学」等を学ぶ。 

なお、研修の実施については、都道府県専修学校各種学校連合会等が行う教員研
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修をこれにあてる。 

また、放送大学で行われている教育概論系授業をこの研修の一部として認めるこ

とや e-learning 等を利用して本会が研修を実施することについては、継続して検

討することを提案する。 

 

② 知識・心得系（仮称） 

教育活動を安全かつ継続的に実施していくことを前提として、知っておくべき「教

育著作権」「個人情報保護（マイナンバー制度含む）」「安全知識」「リスクマネジメ

ント」「ハラスメント対応」「クレーム等対応」「メンタルヘルス」「IT リテラシー」

等を学ぶ。 

各科目は、本会が実施する 10 時間（1泊 2日程度）の研修を受講し、その能力向

上を図り修了者には受講修了証を発行する。これらの研修の e-learning 化につい

て継続的に審議することを提案する。 

 

③ 教育力系 

教育の成果および効果を有効かつ効率的に実施するために必要な「カリキュラム

設計能力（インストラクショナル・デザイン）」「教育指導力（個別指導：コーチン

グ・メンタリング等）」「教育指導力（グループ指導：アクティブラーニング、ファ

シリテーション）」「教育実践演習」「キャリアデザイン」を学習する。 

各科目は、本会が実施する 20 時間（2泊 3日程度）の研修を受講し、その能力向

上を図り修了者には受講修了証を発行する。これらの研修の一部は e-learning 化

について継続的に審議することを提案する。 

 

④ 専門系 

各職業分野において卓越した実績を有する者の育成については、その専門分野の

時代背景を加味し、学び続ける継続性と地元企業や最先端技術の習得等を念頭に入

れ、教員自らが専門知識や技術を習得するために参加するセミナーをこれにあてる

ことにする。また、本会の役割は、文部科学省等の委託事業等で開発した専門知識

や技術を習得するための教育プログラムの実証等をもってこれにあてることにする。 

なお、今後は「専門系」研修として、本会が認める研修のガイドライン等につい

て継続的に審議することを提案する。 
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２．教員認定制度 

(1)目的 

 本会が実施する教員研修や本会が認める教員研修・セミナー等の受講履歴を管理

し、一定の時間数を受講した者に対し、職業教育を担当する教員として卓越した

能力を有する者として認定する。 

 また、教員の卓越した能力を証することはもちろんのこと、この認定制度を３年

程度運用し、その実績をもとに実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の教

員の資格要件のひとつとなることを目指す。 

 

(2)対象 

 専門学校教員 

 

(3)内容 

 教員研修・認定制度の概要参照（別紙４） 

 

(4)認定区分 

 教員補認定（仮称） 

 教員認定 

 卓越教員認定 

 

(5)認定要件 

【教員補認定】 

 以下の①～④の要件を全て満たした者を「教員補」として認定する。 

① 概要系（累積 10時間以上） 

都道府県専修学校各種学校連合会や放送大学が行う講義のうち本会が定める研修

ガイドラインに則った研修を 10 時間以上履修し、修了した者について「教員補概

要系研修修了者」として認定する。 

 

② 知識・心得系（仮称）（累積 20 時間以上） 

本会が実施する 10 時間（1泊 2日程度）の研修を累積で 20 時間以上受講した者

に対し「教員補知識・心得系研修修了者」として認定する。これらの研修は

e-learning による能力認定について継続的に審議することを提案する。 

また、本会が定める知識・心得系科目に関連する団体や研修事業者等が行う研修

やセミナーを受講した者に対しても本会が行う研修と同様の時間を認定する。 

さらに、各科目に該当する検定試験等の取得者に対しても研修ガイドラインに則

り研修修了者として一定時間を認定する。 
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③ 教育力系（累積 20 時間以上） 

本会が実施する 20 時間（2泊 3日程度）の研修を累計で 20 時間以上受講した者

に対し「教員補教育力系研修修了者」として認定する。これらの研修の知識習得部

分（事前学習）は e-learning による研修受講および能力認定について継続的に審

議することを提案する。 

また、本会が教育力系科目に関連する団体や研修事業者等が行う研修やセミナー

を受講した者に対しても本会が行う研修と同様の時間を認定する。 

さらに、各科目に該当する検定試験等の取得者に対しても研修ガイドラインに則

り研修修了者として一定時間を認定する。 

 

④ 専門系（累積 10時間以上） 

本会が実施する専門技術習得系の研修を累計で 10 時間以上受講した者に対し「教

員補専門技術学習系研修修了者」として認定する。 

また、本会会員校が企業等と連携して行う専門技術習得のためのインターンシ

ップ等や団体や研修事業者等が行う研修やセミナーを受講した者に対しても研修

ガイドラインに則り研修修了者として一定時間を認定する。 

さらに、年度内に教員自身が担当する専門技術に関する検定試験等を取得者に

対しても研修ガイドラインに則り研修修了者として一定時間を認定する。 

 

【教員認定】 

 事業スキームは教員補と同様とし、以下の①～④の要件を全て満たした者を「教

員」として認定する。 

① 概要系研修を 50時間以上終了した者 

② 知識・心得系研修を 60時間以上終了した者 

③ 教育力系研修を 60 時間以上終了した者 

④ 専門系研修を 30時間以上終了した者 

 

【卓越教員認定】 

 教員認定を受けた者が、1年間に専門技術習得研修を 10 時間以上、50時間以内

受講し、かつ連続する５年間の累計が 100 時間を超えて当該研修を修了した者を

「卓越教員」として認定する。 

 

 

(6)研修受講管理システム 

 本会が定める教員研修を受講した者の履歴を管理するためのデータベースを作

成する。 
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Ⅲ.会員制度の見直し 

 本会の会員増強策の一環として準会員制度の制定について検討を行った。具体的には、

本会が行う①研修事業、②イベント事業、③検定事業、④教材販売事業の各事業に準会

員として、リーズナブルな会費で参画ができる制度の制定を目指した。 

 

【審議の結果】 

 検定事業の実施状況や研修・認定事業の活動状況等を協会成長指標とし一定の成長が

実感されるまで準会員制度の制定を据え置くこととする。 

 

 審議の過程では、以下のような意見が提出された。 

・現行の会員制度の会費の金額が提供されるサービスと比較して若干高めに設定され

ている。 

・準会員制度を設けることによって、協会に参画しやすい環境を整備することは意味

があるが、正会員の減少を招くリスクがある。 

・検定事業や教材販売事業は、未だ実施されておらず、現在の状況で準会員制度を設

けると正会員の準会員化が進み、会費の減少につながるのではないか？ 

 

 

以下は、委員会で審議資料。 

 

(1) 現行制度の把握 

・会員資格（定款 6条） 

  正会員（認可の専修学校）および賛助会員（参画を希望する個人、法人）で構成 

・入会金 （定款 8条） 

5 万円 (正・賛助会員とも)  

・会 費 （定款 8条） 

原則 10 万円。年度末までの月数×1万円 （正・賛助会員とも） 

・本会会員が受けることが出来る事業（第 4条）メリット  

① 研修事業 

② 調査研究事業 

③ 広報活動 

④ イベント事業 

⑤ 行政施策への対応 

⑥ 情報教育に関する企業との連携 

⑦ 教材製作及び販売 

⑧ その他 
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(2) 準会員制度新設の検討 

目的：本会が行う特定の事業について会員と同等のメリットを受けることが出来る

新たな準会員制度を新設する。 

 

対象：研修事業、イベント事業、検定関連事業、教材販売事業 

 

準会員区分：研修準会員、イベント準会員、検定準会員、教材準会員 

 

準会員資格：認可の専修学校、参画を希望する個人および法人 

 

入会金：なし 

 

会 費：１区分につき、年間３万円 

 

各会員メリット 

① 研修準会員 

本会が行う研修事業に正会員と同等の価格で参加することが出来る。 

② イベント準会員 

本会が行うイベント事業に正会員と同等の価格で参加することが出来る。 

③ 検定準会員 

本会が行う検定事業を正会員と同等の待遇（受験料、会場手数料）で実施するこ

とが出来る。 

④ 教材準会員 

本会が販売する教材等について正会員と同等の価格で購入することが出来る。 

 

 

Ⅳ．組織の付加について 

 本事業に検定事業を付加すること、また継続的に研修事業、教員認定事業を審議して

いくことを鑑み、本会の委員会構成を別紙５の通り変更することを提案する。 

 具体的には、企画委員会と並列して、派生的に検定委員会を設置。検定委員会直下に

作問委員会および検証委員会を設置し、試験問題の作問と検証をスムーズに行えるよう

にする。 

 また、研修事業および教員認定事業等の制度設計は、企画委員会に研修委員長および

その他学識経験者等にも委員として参画いただき、継続的に審議することにしたい。 


